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自主防災組織設立支援 ケース① 

二戸市浄法寺下林地区 

 

  



１．対象地区の概要 

地区名 下林（したばやし） 

自治体名 二戸市（旧浄法寺町） 

世帯数（人口） 30（78） 

65 歳以上割合 45％ 

 

２．対象地区の位置 

 

 
二戸市防災マップより 

 

 

Google マップより 

 

３．対象地区における災害想定と既往災害 

■災害想定 ・急傾斜地崩落危険箇所 

・浸水想定区域（二級河川安比川） 

■既往災害 ・平成 25 年災害（安比川による浸水） 

 一部損壊 11 棟、床上浸水 1棟、床下浸水５棟 

・避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告等の発令 

 H28.8 避難勧告２回  避難準備２回（河川増水） 

 H29.7 避難準備（河川増水）、H29.10 避難勧告（河川増水） 

 H30.8 避難勧告（土砂）、H30.9 避難準備（土砂） 

 



４．各回の打合せ内容と取り組みの様子 

回・月日 打合せ・取り組み内容 

１回目 

８月 29 日 

 

■市役所担当課と育成対象地域選定の打合せ 

・浄法寺地区は二戸市中心部からおよそ20㎞、時間距離にして30

分の隔たりがあり、災害時には即時対応が難しく、最悪の場合

孤立する恐れがある。 

・地区全体を北流する安比川の氾濫による水害の危険性を抱える 

・浄法寺地域での自主防災組織の立ち上げ実績が少なく今回の事

業を立ち上げのきっかけとして生かしたい。 

 

２回目 

10 月 11 日 

■市役所担当課および支所職員との打合せ 

・育成対象地域に関する情報収集・事業進行に関する確認。 

・浄法寺地区を北流する安比川については、地区内各所で浸水・

避難の実績があり、検討事項と

しての優先度が高い。 

・浄法寺地区は中山間部を広く抱

えており、土砂災害の危険性も

有する地域がある。 

・常会(町内会に相当)組織が受け

皿となる見込みがある地域。 

→被災実績のある下林地区を選定した。 

３回目 

11月２日 

■下林地区常会役員との意見・情報交換 

場所：馬場・下林地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

・下林地区の災害危険性 

 →地区の北面に急傾斜地崩壊危険箇所が広がる。 

 →地区の南面を安比川が流れ、 

0.5ｍ～3.0ｍの浸水想定区域。 

・下林地区における既往災害 

 →平成 23 年 土砂崩れ 

 →平成 25 年 安比川による浸水 

 

・H25 安比川の浸水では、高齢者が浸水後に垂直避難、あるいは消防団によ

る避難補助される事態に陥った。 

→高齢者の避難対応等が大きな課題として浮上したため民生・児童委員へ

の聞き取りを実施。 

 



４回目 

11月29日 

■民生・児童委員、福祉活動関係者との災害時の高齢者避難、対

応等に関する情報交換 

・現職・OGの民生・児童委から下林地区における高齢者の状況 

 の聞取りを実施した。 

・平成25年水害当時の高齢者の避難状況について。 

 →事前避難を促進したが、一部の高齢者が自宅に居残った。 

・民生・児童委、社協、消防団、福祉事業者の連携について 

 →水害時の即応的な対応はマンパワーなどの都合もあり、常に

社協・消防団で対応する

ことは難しい。 

・指定避難所への避難と通

所利用施設への退避では

、指定避難所への馴染み

の薄さもあり、通所利用

施設への退避が一般的と

なっている。 

５回目 

12月20日 

■ワークショップ～地域の防災マップ作成～ 

時間：18時30分〜20時30分 場所：馬場・下林地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

・常会役員・班長、民生・児童

委らに参加してもらい地域

マップの作成に取り組んだ。 

・下林地区における災害の危険

性と居住世帯の状況（独居・高

齢・複数人世帯等）とを重ね合

わせて災害時の具体的な対応を想定した。 

・特に、独居高齢世帯への対応については声掛け、支援者を具体的に検討

した。 

６回目 

３月 30 日 

■常会役員会・総会における提案 

・下林地区常会役員会・総会において地域の防災マップの説明を

通じて自発避難の必要性と要支援者避難支援等への協力の呼び

かけ指定避難所への避難とは別に、緊急避難場所としての馬場

下林コミュニティセンター利用の提案などを行う。 

５．主な成果物：下林地区 地域の防災マップ 



 

 



 

 



 

 

 

自主防災組織活動活性化支援 ケース① 

矢巾町高田三区 

 

  



１．対象地区の概要 

地区名 高田三区（たかだ） 

自治体名 矢巾町 

世帯数（人口） 347（943） 

 

 

２．対象地区の位置 

 

地区の西側を国道４号線が南北に走

り、東側は北上川に面する南北に縦長

の地域となっている。現在も南半分の

大部分が圃場となっており、旧来から

の住民の多い地域であるが、近年は集

合住宅や新規分譲宅地への移入者も見

られる。 

 

 
矢巾町防災マップより 

 

  



３．対象地区における災害想定と既往災害 

■災害想定 ・浸水想定区域（一級河川北上川） 

■既往災害 ・平成 19 年 9 月 秋雨前線による豪雨災害 床下浸水被害 

 

矢巾町提供資料より 

 

・平成 25 年 8 月 線状降水帯による豪雨 地区内道路冠水 

 

矢巾町提供資料より 

 



４．各回の打合せ内容と取り組みの様子 

回・月日 打合せ・取り組み内容 

１回目 

８月 30 日 

■町役場担当課と支援対象地域選定の打合せ 

 全行政区41か所で自主防を結成済み。自主防組織の育成が課題となって

いる。 

町として平成25年の豪雨時の町内浸水経験から、水害からの住民避難へ

の準備も喫緊の課題。 

２回目 

９月 11 日 

■町役場担当課と打合せ・支援対象地域に関する情報収集・事業

進行に関する確認 

ある程度、モデル事例の完成が見込める地域（町内会連合会代

表者がいる地域）での検討を行う。 

町内での水平展開のモデル事例、ロールモデルとして紹介でき 

 る素材を作っていきたい。 

３回目 

10月31日  

■高田三区区長との情報交換および現調 

地域の特性や開発史、水害の履歴等につい

て、高田３区会長に地区についてのレクチ

ャーを受ける。 

水害の予見地域であるが、旧来から居住し

ている住民と新規移入者や若年世代では

意識の濃淡に差がある。 

水害による被災のメカニズムや具体的な

被災実態について知らない、想像できない

住民が多くなっている。 

→以上のような背景から地区住民に水害に

ついて知ってもらう機会として水害の勉

強会を開催することした。 

４回目（11月

17日） 

■高田地区防災勉強会 

講師：小笠原敏記（岩手大学） 高橋 亮介（矢巾町役場） 

時間：13時30分〜15時30分   

場所：高田ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

・勉強会では水害の歴史、メカニズムに  

ついて講演が行われた。 

・勉強会後に地区役員と水害時の地域の課

題について意見交換を行い、水害時の課

題が見えてきたため、改めてワークショ

ップを開催する運びとなった。 



５回目 

12月10日 

■ワークショップ～地図から考える高田の危険～ 

時間：19時00分〜20時30分 場所：高田ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 

・地図上で地区の課題を“見える化”した。 

→浸水時は最寄りの避難場所も浸水 

→浸水域の平屋世帯の確認 

（垂直避難できない世帯） 

→独居・高齢世帯の把握 

（早期避難の必要性） 

→地域との付合いが薄い集合住宅の  

把握と連絡方法が課題 

→地区内での避難先候補（指定以外） 

の把握 

 

６回目 

１月 23 日 

■成果地図の振返りと今後の自主防災組織の取組みの確認 

・地図の整理により明らかとなった課題を地区役員会・総会で 

 共有していく→総会での説明後、地図の全戸配布 

・特に早期の避難が必要な世帯、自

力避難が困難な世帯への情報 

 共有と対応策の模索 

・集合住宅についても家主等と情報

共有、入居者への周知 

７回目 

３月 21 日 

■役員会・総会において防災地図の説明と配布、防災対応への協

力の呼びかけを行った。 

 

  



５．主な成果物 高田三区 浸水対応検討地図 

 

 

 



■まとめ 

 本年度事業において、岩手大学では自主防災組織の設立および活性化支援を県内 2つの地区

で行ったが、事業を通じて導き出された支援のスキームについては“設立”、“活性化”ともに本

質的な部分では差がなく、以下の要素に集約できると考えられる。また、以下に挙げる活動支援

のスキームにとらわれることなく地域の実情に応じてアレンジしていくことで、その地域に適し

た、無理のない範囲での自主防災活動に取り組みはじめることができるのではないかと考える。 

 

○自主防災組織の活動支援のスキーム 

 

①予想される災害の検討 

 →災害の履歴や発生が予想される災害の洗い出し 

 

②地域の中での具体的な被害の検討 

 →具体的な災害の発生箇所や家屋等との重ね合わせで被災が懸念される範囲の確認 

 

③地域に詳しいキーパーソン、町会・防災関連組織等、 

 “コア（核）”となる人・組織団体の参画、巻き込み 

 

④ ③のコアメンバ-によるワークショップやアクティビティで①、②の検証と問題の

具体化・共有を行う 

 

⑤ ④の問題への対応・取組みのうち、取りかかれそうなこと、優先度が高いことの 

整理と方法の具体的な解決方法の検討 

 

⑥ ⑤で取組みが決まったことを地域へ周知・協力の呼びかけ 

→「立上げ」、「活動内容」について、できる範囲で取組み始める工夫をし、 

無理をしない範囲で取り組む 

 

 


